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1は じめ に

近年,組 織や個々の組織メンバーの業績あるいは成果を報酬に反映させ よう

とす る成果報酬 システム(Payforperformance;Performancebasedcom-

pensation)を 導入する日本企業が増加 している。日本企業 における成果報酬

システムの導入に関しては,平 等主義的な年功序列的管理に代わる能力主義な

いし成果主義的管理の一環 として位置づ けられ,個 々の組織 メンバーのモチ

ベーションや組織全体 としての人件費にどのような影響 を及ぼすのか等につい

て,主 に人事労務管理や賃金制度などの観点か ら議論がなされてきた。

他方で,成 果報酬システムには,個 々の組織 メンバーの業績を測定し,そ の

業績に基づいて報酬を提供することによって,組 織にとって望ましい意思決定

や行動 を引 き出す とい うマネジメン ト・コン トロールとしての側面がある。

個々の企業毎に,成 果報酬 システムの実践の目的や形態は多様であるが,近 年,

多 くの日本企業が成果報酬 システムを採用 している背景には,マ ネジメント・

コントロールとしての役割に対する期待が高 まっていることも重要な要因の一

つになっているものと思われる。 しかしなが ら,こ れまで日本企業における成

果報酬 システムに関する議論や実践において,こ うしたマネジメン ト・コント

ロールとしての側面に対 して,十 分な注意が払われてきたとは言えない。 この

ことが,数 多 くの日本企業が成果報酬 システムの導入に失敗 している原因の一

つ となっているものと考えられる。

そこで本論文では,日 本企業 における成果報酬 システムの実践 に関 して,マ
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ネジメント・コントロールの観点から検証を行 う。まず,日 本企業における成

果報酬 システムの実践について把握 した上で,近年,マ ネジメント・コントロー

ル として成果報酬 システムを導入 している日本企業が増加 している理由につい

て考察 してい く。ついでマネジメント・コン トロール としての成果報酬 システ

ムを構築 していく上での設計思考について検討を行う。

五 マネジメン ト・コントロール としての成果報酬システムと日本企業

1.日 本企業における成果報酬システム実践の現状

成果報酬システムとは,組 織や個々の組織メンバーの業績 を明示的に報酬に

リンクさせる報酬 システムのことである。近年,成 果報酬システムを採用する

日本企業が増加 していると言われるが,個 々の企業毎にその取 り組みは多様で

あ り,一概 に論 じることはできない。そこで,本 論文で注 目するマネジメント・

コン トロールとしての成果報酬 システムの特徴 を明 らかにする意味において

も,ま ず近年の日本企業における成果報酬システムの実践の動向について把握

していく。以下では,日 本企業における成果報酬 システムの実践の動向につい

て,導 入の目的 と関連させなが ら,大 きく4つ のケースに分類 しなが らみてい

く。これらの4つ のものは,そ れぞれに独立 して実践される場合 もあるし,同

一の成果報酬 システムにおいて複数の 目的が同時に組み合わされる場合 もあ

り,個 々の企業毎に多様な取 り組みがなされているもの と考えられる。

(1)成 果主義 としての成果報酬システム

多 くの日本企業において共通 してみられるのは,年 功序列的管理に代わる成

果主義的管理の一貫として成果報酬システムを導入するケースである。成果主

義的管理 とは,業 績あるいは能力によって個々の組織メンバーの組織 目的への

貢献を評価 し,そ の処遇において格差を拡大 しようとするための管理手法であ

る。 これまで日本企業においては,平 等主義的な年功序列的管理が行われて き

たが,今 日的な環境の下で,そ うした平等主義が日本企業全体 に停滞感を生み
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出す大 きな要因の一つ となっている。そこで,多 くの 日本企業では,平 等主義

によって生み出された停滞感を払拭 し,組織の活性化 を行 うことを目的として,

成果報酬 システムの導入が行われている。

(2)人 件費コントロールのための成果報酬システム

成果報酬システムが,企 業全体の人件費の構造改革ない しコントロールする

ための手段 として用い られるケースも増加している。バブル経済の崩壊以降,

多 くの企業において業績が停滞する中で,終 身雇用 を前提 とした年功序列賃金

制度は,組 織メンバーの高齢化 による人件費の肥大化をもたらしている(奥 林,

1997)。 そこで多 くの企業においては,肥 大化 した人件費構造 を改革 しコント

ロールすることを目的 として,成 果報酬システムが導入されているのである。

(3)経 営幹部に対する成果報酬システム

また近年,取 締役や役員などの経営幹部に対する報酬システムとしても,成

果報酬 システムが導入されるケースが増 えている。これまでメインバ ンク制や

株式の持ち合いなどのために,日 本企業において,株 主の利害が重視されてき

た とは言 えなかった。 しかし,近 年,資 金調達方法が間接金融か ら直接金融へ

と転換 し,ま た経営者による不祥事を背景としたコーポ レー トガバナンスへの

関心が高 まっていることを背景として,所 有者 としての株主の利益が重視 され

る傾向が強まっている。こうした株主重視の傾向を反映 して,近 年,企 業の最

終的な成果である株価やEVA等 を経営幹部の報酬 に反映させ ることによっ

て,経 営幹部の利害と株主の利害を一致 させるために,成 果報酬 システムが導

入されるケースが増加 している。

(4)マ ネジメント・コントロールとしての成果報酬システム

最後は,組 織 目的を有効に実行するためのマネジメ ント・コン トロールとし

て,成 果報酬システムが利用 されるケースである。マネジメント・コントロー

ル として成果報酬 システムが採用される場合の特徴は,明 確な戦略を有効 に遂
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行するための手段 として成果報酬システムが利用 される点である。例えば,近

年,市 場の成熟化 に伴い顧客ニーズ を充足することが重要な課題となっている

環境の下で,CS戦 略を展開す る日本企業が増加 している。これらの企業の中

には,CS戦 略 を有効に実行す るために,従 来の報酬システムを革新 し,定 期

的に顧客満足度を測定 し,管 理者の報酬 に反映させている企業がある。 このよ

うな取 り組みは,顧客ニーズの充足 とい う明確 な戦略を有効に遂行するために,

管理者が組織にとって望ましい行動をとるように動機付けを行 う目的で成果報

酬システムが利用 されていることか ら,マ ネジメン ト・コントロールとして利

用されている事例であるといえる1)。本論文では,こ うした 日本企業における

マネジメン ト・コン トロールとしての成果報酬 システムの利用に注 目してい

く。

2.日 本企業における従来のコン トロール ・メカニズム

成果報酬システムは,組 織 目標の達成 を支援するためのマネジメン ト・コン

トロールとしての役割を有 している。しかしなが ら,従 来の 日本企業において,

マネジメント・コントロールの手段 として成果報酬 システムが果た してきた役

割が大 きかった とは言えない。これは,日 本企業においては,組 織のコントロー

ル ・メカニズムとして成果報酬 システム以外の代替的なコン トロール戦略が採

用 されてきたためであると考えられる。

それでは日本企業のコントロール ・メカニズムとはどのようなものであった

のであろうか。組織論の立場から,組 織のコン トロール ・メカニズムについて

理論的な分析 を行 ったOuchi(1979)に よれば,組 織のコントロール戦略は,

業績評価によるコントロールと社会的なコン トロールに大別される。業績評価

1)従 来 か ら,小 売企 業や サ ー ビス企業 で は,現 場 の従業 員 を対象 と して,販 売 数量

や売 上 に対す る歩 合給 が採 用 され て きた。 しか しなが ら,本 論 文が注 目す るマ ネ

ジ メ ン ト ・コ ン トロー ル と して の成果 報酬 シス テム は,明 確 な戦 略 の遂行 に向け

て主 に 申間管 理者 の動 機付 け を行 う ことを 目的 と してい る ことか ら,そ うした現

場 の従 業 員 に対す る歩 合給 とは 目的が異 な ってい る。



日本企業における成果報酬システムの設計思考 327

によるコントロールとは,組 織メンバーの行動をモニターし,成 果に対 して報

酬を与 えることによって,組 織にとって望 ましい行動をとるように動機付けを

行 うという一般的なサイバネティックなプロセスによるコン トロールである。

業績評価 によるコン トロールは,行 動の評価をベース とするコン トロールと成

果の評価 をベースとするコン トロールに区別 される。

社会的なコントロールとは,組 織メンバー間に組織の規範や価値観を浸透さ

せることによって,組 織メンバー間の選好の相違を小さくす ることによるコン

トロールを意味 している2)。組織メンバー間の選好の違いを小 さくすることが

で きれば,業 績評価 によるコン トロールを行 う必要性は小 さくなる。社会的コ

ン トロールにおいては,選 抜,教 育,社 会化等の方策によって,組 織メンバー

問の選好の違いを小 さくし,メ ンバー同士が相互に行動を監視 しあうことでコ

ン トロールが達成 される。

以上のように組織のコントロール ・メカニズムには,業 績評価 によるコン ト

ロールと社会的コントロールがあるが,日 本の企業組織においては,前 者 より

も後者が重視されてきた と考 えられる。そもそも日本企業においては,欧 米の

企業 と比較 して,単 一民族,集 団主義,高 い忠誠心,勤 勉さといった日本的な

文化を反映して,組織メンバー間の選好の相違が もともと小 さく,組織メンバー

間の選好の相違を小 さくすることも比較的容易であった と考えられる。そのた

め業績評価 によるコントロールよりも,社 会的コントロールの方が相対的に重

視 されてきたものと考えられる。

日本企業 において,社 会的コントロールを実践する上で重要な役割を果たし

てきた と考 えられるのは,終 身雇用にみられるような長期的雇用である。組織

メンバーが長期間同一の組織に所属することによって,組 織の規範や価値観を

組織 メンバー問に浸透 させることが可能にな り,組 織メンバー聞の選好の違い

を小 さくす ることができるのである。また,組 織メンバーに提供 されるインセ

2)Ouchi(1979)で は,社 会 的 コ ン トロ ー ル に 関 し て,同 族 コ ン トロ ー ル(clancontrol)

とい う用 語 が 使 用 され て い る 。
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ンティブに関 しても,日 本企業においては,年 功序列に基づ く賃金制度が,組

織メンバーによって公平なものとして受け入れ られてきたことか ら,金 銭的な

報酬よ りも,社 内表彰など非金銭的なインセ ンティブが相対的に重視 されてき

た と考えられる。

3.環 境変化 とマネジメン ト・コン トロールとしての成果報酬システムの導入

1990年 代 に入って,数 多 くの日本企業が成果報酬 システムを導入 しているか

らといって,そ れが最近生み出された新 しい経営手法というわけではない。組

織論やエイジェンシー理論の領域 において従来か ら組織の代替的なコントロー

ル戦略 として,成 果報酬システムの役割が認識されてきた ものである。 したが

って,こ れまで 日本企業は,成 果報酬システム という選択肢があ りなが ら,そ

れを選択 してこなかったのである。それでは,な ぜ近年,数 多 くの日本企業が

マネジメント・コントロールとしての成果報酬システムを導入 しようとしてい

るのであろうか。考えられる理由の一つは,環 境が変化 したことによって,成

果報酬システムによるコン トロールが望ましいような状況が生み出されている

のでほなかということである。 この点について考察す るためには,成 果報酬 シ

ステムと環境の関わりについて検討する必要がある。

成果報酬 システムと環境の関わ りについては,組 織論 における組織のコント

ロール戦略の選択に関する議論を参考にすることができる。上述 したように,

組織論によれば,組 織のコン トロール戦略 として,業 績評価 によるコン トロー

ルと社会的なコン トロールの2つ が認識されているが,組 織によるこれ らの代

替的な戦略の選択は,タ スクの特性 と行動や成果の測定の難易度を考慮 してな

されるとされる(Ouchi,1979;Eizenhardt,1985)。

例 えば,特 定の管理者 によって遂行されるタスクの構造が明確であ り,事 前

に計画することが出来るならば,管 理者の行動は明示的に定義され測定するこ

とが可能 となる。この場合,行 動について業績評価を行 うことによってコント

ロールは達成 される。 しかし,タ スクが不確実であ り事前の計画性が低 くなれ

ば,タスクを明確に定義することが困難にな り,行動をコントロール戦略のべー
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ス とすることが難 しくなって くる。そこで次に考慮されるのが,行 動の結果 と

しての成果である。つまり,業 績 目標 を明確に定義することがで きるならば,

成果を測定することが可能になり,成 果の業績評価が適切なコン トロール戦略

として採用されるのである。行動 と成果の両方が測定可能であれば,い ずれの

コントロール戦略を採用 してもコントロールは達成される。さらに,タ スクが

計画することもできず,そ の成果を測定することが不可能であれば,今 度は,

組織メンバーの選好を同一化するための社会的なコントロール戦略が用い られ

るのである。

以上の議論をふまえながら,マ ネジメン ト・コン トロールとしての成果報酬

システムを導入する日本企業が増加 している理由について検討 してい く。まず

第1の 理由として,社 会的なコントロールに関連するコス トが上昇 しているこ

とが指摘 される。上述 したように,こ れまで日本企業においては,単 一民族,

集団主義,高 い忠誠心,勤 勉 といった日本の文化 を反映 して,組 織メンバー問

の選好の違いが元々小さく,ま た組織内部でメンバー問の選好の相違を小さく

することも容易であったと考えられる。 しかし,今 日では,労 働者の価値観の

多様化や人材の国際化等によって,以 前 と比較 して,組 織メンバー間の選好の

違いが大きくなってお り,社 会的なコン トロールを通 じて,そ うした選好の相

違を小 さくすることも容易でなくなっていると考えられる。また,終 身雇用な

どの長期雇用が,社 会的コントロールの手段 となってきたが,日 本経済が成熟

化 してい く中で,終 身雇用 を従来 どお りのままで維持することは非常に困難に

なっている。 一

また市場の成熟化 と競争環境の不確実化に伴い,明 確な戦略の策定とその迅

速な遂行が重要な課題 となっていることも,マ ネジメント・コン トロール とし

ての成果報酬システムの必要性を高めている要因となっていると考えられる。

従来,日 本企業においては,い かにモノづ くりを行 うかに関するオペレーショ

ンの効率化が重視される一方で,戦 略は必ず しも重視 されてこなかった。その

結果 として,日 本企業同士の熾烈な同質的競争が繰 り広げられてきた。しか し,

市場の成熟化や競争環境の不確実化 は,日 本企業に対 して,オ ペ レーションの



330 商 学 討 究 第51巻 第4号

効率化のみならず,明 確な戦略を策定 し,迅 速に実行することを求めている。

そこで,組 織メンバーの注意や努力 を戦略的な目的に集中させ,迅 速に実行す

るための方策 として,マ ネジメント・コントロールとしての成果報酬 システム

の必要性が高まっているものと考えられる。

組織 メンバーの タス クが不確実化 していることも,マ ネジメン ト・コン ト

ロールとしての成果報酬システムの導入を促 しているものと考えられる。近年,

消費者ニーズの多様化や競合企業 との競争の激化等によって競争環境の不確実

性が高 まってお り,そ の結果 として個々の組織メンバーのタスクの不確実性が

高まっているものと考えられる。また激 しい環境変化に適応するために,近 年

では,下 位の組織メンバーに対するエンパワメントが積極的に行われていると

考えられるが,こ うしたエ ンパワメントも,組 織 メンバーのタスクの不確実性

を高める要因となっている。組織メンバーのタスクが不確実化すると,そ れぞ

れの タスクを明確に定義することが難しくなる。そこで成果報酬システムの よ

うな成果の評価に基づ くコン トロールが必要 とされるようになるのである。

マネジメン ト・コン トロールとしての成果報酬 システムの導入を促 している

第4の 要因としては,資 本市場か らの成果への圧力の強まっていることが挙げ

られる。従来の日本企業においては,株 式の持ち合いや問i接金融による資金調

達などが行 なわれてきたことから,資 本市場からの成果への圧力は必ずしも高

くはなかった といえる。その結果 として,日 本企業では,短 期的な利益の犠牲

の下に長期的な観点か ら経営が行われ,成 果に結びつかないような活動もしば

しば正当化 されてきた。 しかし,日 本経済の低迷 を背景 として,株 式の持 ち合

いの崩壊や直接金融への転換 によって,資 本市場か らの成果への圧力が以前に

増 して強まっている。その結果として,多 くの日本企業では,成 果志向を強め

るための方策 として,成 果報酬 システムが導入 されている。

以上のことから,図1に 示 されているように,今 日の日本企業においては,

従来の社会的なコン トロールを維持するコス トの高まり,明 確な戦略の策定 と

迅速な実行の必要性の高まり,タ スクの不確実化,及 び株式市場か らの成果へ

の圧力の高まりという4つ の要因によって,マ ネジメント・コン トロールとし
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社 会的 コン トロール

の コス トの上 昇

＼ /

タスクの不確実化

マ ネジ メ ン ト ・コ ン

トロール としての成

果 報酬 システ ム

明確な戦略策定と迅

速な必要性

/ ＼ 株式市場における成

果に対する圧力の強

まり

図1環 境 変化 とマネ ジメ ン ト ・コ ン トロ ール と して の成果報 酬 シ ステム

ての成果報酬 システムに対する役割期待が高 まっているものと考えられる3)。

皿 マネジメン ト・コン トロールとしての成果報酬システムの設計思考

成果報酬システムの導入 を成功 させる上での重要な課題の1つ は,シ ステム

自体 を適切に設計することである4)。 しかしなが ら,日 本企業における成果報

酬 システムの導入においては,マ ネジメント・コントロールの側面に対 して十

3)近 年 の 日本 企業 におい て,マ ネジ メ ン ト ・コ ン トロー ル と して の成果 報酬 システ

ムが望 ま しい よ うな環境 が生 み 出 され るか ら とい って,従 来の社 会 的 コ ン トロー

ルが,す べ て成 果報 酬 シス テム に とって代 わ られ るわ けで は ない。 なぜ な ら長 期

雇用 に よる社 会 的 コ ン トロール は,人 材 の育成,長 期志 向 の促進,技 能 の蓄積 な

ど,コ ン トロール以 外 に も重 要 な役割 を果 た して い るため であ る。 した が って,

今 後,日 本 企業 におい て は,社 会的 コン トロー ル と成果 によ るコ ン トロー ルを組

み合 わせ なが ら,新 しい コ ン トロー ル ・メ カニズ ム を構 築す るこ とが 重要 な課 題

にな る もの と考 え られ る。

4)日 本企 業 にお いて成 果報 酬 シス テム の導 入 を成 功 させ るた めの課 題 としては,本

論 文 で取 り上 げ る適 切 な シス テム設計 を行 う ことの他 に も,組 織 へ の導入 プロセ

スの有 効 なマ ネ ジメ ン トを行 うこ と,お よび適切 な コ ンテ クス トの下 で成 果報 酬

シス テムが 適用 され るこ とがあ げ られ る。 これ らの課題 につい て は,あ らた めて

別 の機 会 に議論 したい。
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分に注意が払われず,こ れまで管理会計領域において蓄積 されてきたマネジメ

ン ト・コン トロールの設計に関する知識が十分に活用 されているとは言えな

い。そのため不適切 な成果報酬システムが構築 され,こ のことが数多 くの日本

企業が成果報酬システムの導入に失敗 している大 きな原因の一つになっている

と考えられる。そこで本節では,マ ネジメ ント・コン トロールとしての成果報

酬システムを構築するための設計思考について,先 行研究を参考にしながら考

察 してい く。以下では,ま ずマネジメント・コントロールとしての成果報酬 シ

ステムの目的を把握 した上で,シ ステム設計を行 う上での主要な4つ の設計要

素である業績指標の選択,目 標の設定,業 績評価,報 酬の提供について検討し

てい く。

1n成 果報酬システムの目的

まず,成 果報酬システムを構築するためには,そ の目的について検討 した上

で,そ の目的が達成 されるようにシステム設計がなされなければな らない。マ

ネジメント・コントロールのための成果報酬システムの目的には大別 して2つ

のものがある。

成果報酬 システムの第1の 目的は,業 績評価に基づ き報酬を提供することを

通 じて,そ れぞれに別 々の 目的を有 している組織メンバーが,組 織 目標や企業

戦略の達成のために意思決定や行動をとるように促すことである。言いかえれ

ば,成 果報酬 システムによって,企 業戦略と組織メンバーの意思決定や行動の

戦略的な整合性を確保することである。戦略的な整合性 を達成するためには,

成果報酬システムを通 じて,組 織 メンバーに対 して企業戦略を伝達 し,戦 略の

実施に対する貢献に基づき組織メンバーに報酬を提供することが重要な課題 と

なると考えられる。

成果報酬 システムの もう一つの目的は,組 織 目標の達成に向けて組織 メン

バーのモチベーションを高めることである。なぜなら業績指標を通 じて,組 織

メンバーが組織の目標や戦略を理解 したとして も,そ のために個々の もつ知識

やスキルを組織 目標の達成に向けて投入するとは限らないか らである。そこで
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組織 目標 を達成するためには,組 織 目的や戦略を伝達するだけではなく,組 織

目標の達成に向けて,組 織メンバーのモチベーションを高めることが不可欠で

あると考え られる。

適切な成果報酬 システムを構築するためには,こ れ らの2つ の目的を考慮 し

なが ら,シ ステム設計が行われなければな らない。

2.業 績指標の選択

成果報酬システムを構築する上での第1の 課題は,組 織がどのような業績次

元を重視 し,ど のような業績指標 を選択するか ということである。成果報酬 シ

ステムを設計するに当たって,選 択される業績指標は,戦 略的整合性を確保す

る上で も,組 織メンバーのモチベーションを向上 させ る上でも重要な影響 を及

ぼすと考えられる。

まず,戦 略的整合性 という観点からは,業 績指標 は,組 織メンバーに対 して,

組織の 目的や戦略を伝達するという役割 を果たす ものと考えられる。つ まり,

組織 メンバーは,選 択 された業績指標を通 じて,組 織 にとって何が望ましいの

かについて推察 し,日 常業務に関する意思決定を行 うのである。したがって,

戦略的整合性 を確保するためには,組 織メンバーに対 して,戦 略的なビジョン,

目標,焦 点,優 先順位等など企業戦略に関する豊富な情報を伝達し,意 思決定

に役立つような業績指標が望ましいと考えられる。 こうした戦略的整合性 とい

う観点か らは,因 果関係 をもつ複数の業績指標か らなるバランス ト・スコア

カー ドが有効なアプローチを提示 している(KaplanandNorton,1996)。

これまで企業における業績指標 としては,期 間利益,資 本利益率,売 上高,

残余利益等の財務的な業績指標が主要な役割を果たしてきたが,近 年,財 務的

業績指標に対 しては様々な問題点が指摘されている5)。企業戦略 と業績指標を

5)財 務 的な業 績指 標 に関 す る問題 点 と して は,過 去 の活動 に関す る結果 を示 すが,

将 来 の意思 決 定 に役 立 た ない こ と,短 期 的志 向 を助 長す るこ と,集 約 されす ぎて

いて意 思 決定 に利用 で きない こ と,タ イム リー に提 供 され ない こ と等 が指摘 され

る(Eccles,1991)。
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リンクさせる上では,財 務的な業績指標のみならず,品 質,顧 客満足度,サ イ

クルタイム,マ ーケ ットシェアといった非財務的業績指標 を利用することが不

可欠である(Eccles,1991>。 この点,図2に 示されているように,バ ランス ト・

スコァカー ドにおいては,財 務的な業績指標 を補完するために,顧 客の視点,

内部 ビジネス ・プロセスの視点,学 習と成長の視点に関連する非財務的な業績

指標が採用されることによって,企 業戦略を業績指標へ翻訳し展開す ることが

可能になっている。

また戦略的整合性 を確保するためには,組 織メンバーが,業 績指標を通 じて,

戦略 と最終的な成果としての企業価値 との因果関係を理解することが必要であ

るといわれる(Simons,2000)。 つまり,選 択 された業績指標が,単 なる業績

指標の集合ではな く,そ れぞれの業績指標が相互に因果関係の連鎖 として,企

業の最終的な成果 と関連 していることが明確に理解されるような形で,組 織メ

ンバーに対 して提示される必要があると考えられる。 もしも選択された複数の

業績指標が,全 く因果関係をもたず独立 しているとすれば,組 織メンバーに対

して,個 々の業績指標が全 く異なったメッセージを伝達するおそれがあ り,組

織を混乱 させる原因となる。また業績指標が最終的な成果につながっていない

とすれば,提 示 された企業戦略が,組 織 メンバーによって有効な戦略 として見

なされることもな く,一 方で,最 終的な成果につなが らない活動が正当化 され

るもおそれがある。これまで日本企業では,JITやTQC等 による改善活動に

おいて,現 場において様々な非財務的業績指標が用い られてきたが,近 年,そ

うした非財務的な業績指標の改善が,最 終的な財務的な成果につなが らないと

いう問題点が指摘 されている。 したがって,業 績指標を戦略にリンクさせ るだ

けではな く,業 績指標が,明 確 な因果関係によって,最 終的な企業価値に結び

ついていることが重要であると考えられる。この点,バ ランス ト・スコアカー

ドにおいては,財 務の視点,顧 客の視点,内 部 ビジネス ・プロセスの視点,学

習と成長の視点に関する業績指標の間に,明 示的な因果関係が織 り込まれるこ

とによって,戦 略的なビジョンや 目標に関する豊富な情報を伝達することを可

能にしている。
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以上のように,戦 略的整合性 という観点か らは,因 果関係 をもつ複数の業績

指標か らなるバランス ト・スコアカー ドが有効なアプローチとなるように思わ

れる。 しか しながら,バ ランス ト・スコアカー ドを組織メンバーの業績評価 と

報酬の提供 目的で利用することに対 しては,い くつかの疑問や問題点が指摘 さ

れている。例 えば,IttnerandLacrker(1998b)で は,以 下のような問題点

が指摘されている。まず,第1に,数 多 くの業績指標を採用することによって,

大量の事務作業が必要とされるようにな り,そ の結果として管理上のコス トが

大 きくなる。また,数 多 くの業績指標を採用することによって,組 織メンバー

の努力や注意が,多 数の 目標に分散され,戦 略的な焦点に集中させることが困

難になるという問題 もある。さらに,組 織メンバーの業績評価や報酬目的では,

組織 メンバーが理解できるように単純であることが求め られるために,選 択 さ

れた少数の業績指標の方が望 ましい と指摘 されている。

バランス ト・スコアカー ドを組織メンバーの業績評価や報酬の提供を目的と

して利用することに関 して,Kaplanら は近著において,バ ランス ト・スコア

カー ドを報酬 に結びつけることは,従 業員の関心 を,企 業戦略を実行する上で

最 も重要な業績指標に集中させ,業 績 目標 を達成 したときに明確なインセンテ

ィブを提供 する とい う2つ の重要な役割 を果たす と主張 してい る(Kaplan

andNorton,2000)。 またバ ランス ト・スコアカー ドに基づ く報酬システムを

構築する際の業績指標の数に関して,多 くの企業の上級管理者は,数 多 くの業

績指標が従業員を混乱 させるという理由から,4個 から7個 程度のシンプルな

ものを望んでいることを指摘 しなが らも,Mobil社 の事例を示 しながら,優

れた構造をもつバランス ト・スコアカー ドにおいては,業 績指標の数が多 くて

も,従 業員 を混乱させ ることはない と主張されている6)。

6)多 くの上級 管理 者 は,2ダ ー ス(つ ま り24個)以 上 の業績 指標 か らな る シス テ ム

は,従 業員 に よっ て理 解 す る こ とが で きない と考 え てい る が,Mobil社 の事 例

にお いて は,24個 以上 の業 績指標 が 利用 されなが ら も,従 業員 を混 乱 させ るこ と

な く,理 解 さ れ て い る 事 例 が 指 摘 さ れ て い る(KaplanandNorton,2000,

pp.267-268)o
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以上のように,業 績評価 の選択 に関 しては,戦 略的整合性の観点か らは数多

くの業績指標が採用 されることが望ましいが,報 酬 目的においては,必 ず しも

多数の業績指標が望 ましいわけはないようである。適切 な業績指標の数に関し

ては,今 後の研究の進展 を待たなければならないが,成 果報酬システムを構築

するにあたっては,戦 略的整合性 と業績評価および報酬 による組織メンバーの

モチベーションの向上のどちらを重視するかについて考慮 した上で,業 績指標

の選択 を行 う必要があると考えられる。

〆

、

、

簸灘
ノ

図2バ ラ ン ス ト ・ス コ ア カ ー ドの フ レ ー ム ワ ー ク

出 典:R.S.Kaplan&D.P.Norton.UsingtheBalancedScorecardasa

StrategicManagementSystem.HarvardBusinessReview

(January繭February1966)

3.業 績目標の設定

成果報酬システムを設計する上での第2の 課題は,実 際に活動を行 った結果

としての実績 と比較するための業績 目標あるいは標準をどのように設定するか

という問題である。これまで心理学 においては,明 確に定義された目標が存在

する状況 と存在 しない状況では,前 者の方が高い業績をもた らすことが明 らか
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にされている。そこで成果報酬システムを構築する上でも,採 用された業績指

標に関して,明 確 な目標を設定することが望 ましい と考えられる。業績 目標は,

個々の組織メンバーに対 して,組 織がどの程度の努力を期待 しているのかにつ

いて伝達すると伴 に,組 織メ ンバーの努力 目標 となることか ら,モ チベーショ

ンを引き出す上で重要な役割を果たすと考えられる。 目標設定に関しては,業

績 目標の設定方法とレベルが問題 となるが,こ れ らの点に関 しては,予 算管理

に関する先行研究が数多 く実施されてお り,成 果報酬システムの設計 において

も参考にすることができる。

近年,目 標設定の方法 として注 目されている ものに,ベ ンチマーキ ング

(Benchmarking)と いう手法がある7)。ベンチマーキングにおいては,外 部

のベス トプラクティスの業績が,自 社業績 と比較するためのベ ンチマークとさ

れる。通常,ベ ンチマーキングを実施することによって,通 常よりも厳 しい業

績 目標であるス トレッチ ・ゴール(stretchgoals)の 設定が可能にな り,自 社

の業務プロセスの革新や改善活動が促進されるとされている。 したがって,業

績 目標 に戦略性 をもたせ るという意味では,成果報酬システムの設計の際にも,

ベンチマーキングが 目標設定のための有効な手法 となると考えられる。

しか しながら,組 織メンバーのモチベーションという観点か らは,厳 格す ぎ

る業績目標は望 ましいとは言えない。モチベーションに関する期待理論によれ

ば,個 人のモチベーシ ョンは,努 力 をすることによって目標を達成できる可能

性,目 標の達成が一定の報酬につながる可能性,お よび提供される報酬が個人

にとってもつ有用性 という3つ の要素によって決定 されるとされる(Vroom,

1964)。 したがって,厳 格すぎる業績 目標は,期 待理論における第1番 目の要

素である努力 をすることによって目標を達成できる可能性を著 しく低めると考

えられるために,組織メンバーのモチベーションを低めることになるのである。

こうした業績 目標のレベルに関して,先 行研究においては,困 難であるが挑

戦すれば達成可能な(challengingbutattainable)レ ベルに業績 目標が設定さ

7)ベ ンチマ ー キ ングの概 要 に関 して は,拙 稿(1996)を 参照 された い。
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れることによって,低 い目標や不明確な目標の場合 よりもよりも,高 い業績が

もたらされることが明らかにされている(e.g.,LockeandLatham,1990)。 し

たがって,成 果報酬システムを設計するにあたっても,厳 格す ぎて全 く達成不

可能なレベルや達成が容易 なレベルではなく,困 難であるが挑戦すれば達成可

能なレベルに目標が設定 されることが望ましいと考えられる。

ついで業績 目標が どのようなプロセスで設定されるべ きかという点が業績 目

標の設定上問題 となる。具体的には,業 績 目標の設定プロセスに,業 績評価の

対象 となる管理者 を参加 させ るべ きかどうかという点が問題 となる。この点に

関 しても,予 算編成プロセスに関する先行研究が数多 く実施されてお り,参 加

的予算編成の決定要因 として,様 々な要因が明らかにされてきた。例 えば,コ

ンティンジェンシー理論に基づ く研究においては,環 境の不確実性や技術 など

のコンテス トに関する要因が,参 加的予算編成の利用 と関連していることが明

らかにされている(Birnbergetal.1990)。 またエイジェンシー理論に基づ く

研究によれば,参 加的予算編成の利用は,上 司と部下の間の情報の非対称性の

程度に依存すると主張されている。上司と部下の問で情報の相違が存在する場

合には,最 適な資源配分や報酬契約は困難になる。そこで上司は参加的予算編

成を利用することによって,部 下のもっている情報を引 き出そうとするのであ

る(ShieldsandYoung,1993)。 以上のことか ら,成 果報酬 システムにおいて

も,組織 コンテクス トや上司と部下の問の情報の非対称性 などを考慮 しなが ら,

必要に応 じて,業 績 目標の設定プロセスに部下を参加させることが有用である

と思われる。

4.業 績評価

成果報酬 システムを設計する上での第3の 課題は,業 績評価 をどのような方

法で行 うかとい う問題である。成果報酬 システムにおける業績評価の方法は,

特に,組 織 メンバーのモチベーションに重要な影響 を及ぼす と考えられる。こ

れまで業績管理会計においては,組 織メンバーの業績評価に当たっては,管 理

可能性基準(controllabilityprinciple)の 適用が主張 されてきた。管理可能性
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基準 とは,組 織メンバーの権限に基づいて影響力の及ぶ管理可能な収益 ・原価

の要素だけを区分 ・集計 して,測 定すべきであるとする業績評価を行 う上での

基本原則である。つまり,組 織 メンバーが自己の業績を評価 される際に,自 分

にとって管理不能な要素について責任 を問われるとすれば,努 力することをや

めてしまうおそれがあるのである。 したがって,成 果報酬 システムの設計に当

たっても,基 本的には管理可能性基準の適用が望 まれる。

しかしなが ら,い くつかの理由か ら,成 果報酬 システムに対 して管理可能性

基準を適用するに当たっては注意が必要である。まず成果報酬 システムにおい

て報酬の提供のベースとなる成果には,不 確実性が伴う。そのため成果に関す

る不確実性が高い状況の下で,成 果報酬 システムが適用されるとすれば,組 織

メンバーが部分的に管理不能な成果によって罰せ られるか,あ るいは報酬 を得

ることになる。言いかえれば,努 力 したわけでもないのに,よ い成果が得 るこ

とがあるし,一 方,努 力 したにもかかわらず,よ い成果が得 られない事態が生

じて しまうのである。 したがって,組 織メンバーが,成 果に関する不確実性が

高い と感 じれば,目 標の達成に向けて努力することをやめてしまうであろう。

また戦略的整合性の観点から,非 財務的業績指標が採用 される際にも注意が

必要である。例 えば,CS戦 略を実行するために,顧 客満足度によって管理者

の業績評価が行われるケースがあるが,顧 客満足度という指標は,管 理者にと

って管理することのできない外部の要因によって影響を受けやすいという特徴

をもっている(lttaer,Larcker,andMeyer,1997)。 したがって,成 果報酬 シ

ステムにおいて業績評価 を行 う際には,い かに管理者にとって管理不能な要因

による影響 を排除す るかが重要な課題 となると思われる。

成果に伴 う不確実性の問題を克服する上で重要な役割を果たすと考えられる

のは,相 対的業績評価(RelativePerformanceEvaluation)で ある(Holmstrom,

1979;AntleandDemski,1988)。 相対的業績評価 とは,個 々の組織 メンバー

が達成 した絶対的な業績によって業績評価 を行うのではなく,同 様の環境に直

面している組織内の他の組織メンバーの業績と比較 した上で,相 対的に業績評

価 を行 う方法である。相対的業績評価 を行うことによって,個 々の組織メンバー
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によっては管理することのできない環境が業績に及ぼす影響を排除することが

可能になり,個 々の組織メンバーが達成 した相対的な業績が明らかになるとい

われる。特 に,相 対的業績評価が有効なのは,比 較の対象 となる組織メンバー

同士が同様の不確実性 に直面 してお り,あ る組織メンバーの業績が,他 の組織

メンバーの直面 している不確実性 に関する情報を提供する場合であるといわれ

る(Holmstrom,1982)。 したがって,成 果報酬システムの設計する上でも相

対的業績評価 の適用 を考慮すべ きであると考えられる。この点,バ ランス ト・

スコアカー ドの実施に関する調査研究を行 ったManila&Seito(2000)に お

いて も,相 対的業績評価の有用性が指摘 されている。

また,成 果報酬システムでは,組 織メンバーの管理可能性 という観点からは,

客観的な業績評価に主観的な判断を加えることによって,業 績評価 を柔軟に行

うことも重要であると考え られる。 この点,Fiat社 における目標管理システ

ムのフィール ド・ス タディを行ったMerchantandRiccaboni(1992)で は,

柔軟な業績評価 について以下のように報告 されている。Fiat社 において目標

管理システムが導入 された当初,1年 という期間で厳格な業績評価 を行 うこと

が意図されていた。 しか しながら,実 際には,1年 という期間は,業 績評価の

対象 となる管理者にとって,あ まりにも長すぎるものであった。なぜなら期間

中に生 じる環境変化 によって,業 績 目標 を設定 した際の前提が変化 してしまう

ためである。そこで,Fiat社 においては,目 標管理 システムの信頼性 を維持

するために,環 境変化について本社の担当者 と管理者の間で検討を行い様 々な

修正を加 えることによって,業 績評価に柔軟性をもたせている。このように成

果報酬システムを運用 してい く上でも,業 績指標による客観的な業績評価 を厳

格 に適用するのではな く,様 々な環境要因を考慮することによって,柔 軟 な業

績評価を行 うことが重要であると考えられる。

しかしなが ら,主 観的な判断によって業績評価 を行 うことは,柔 軟な業績評

価を行 うという目的か らは望ましいものであるが,バ ランス ト・ス コアカー ド

のように多数の業績指標が採用される場合には,必 ず しも望 ましくないことが

指摘 されている。なぜなら,多 数の業績指標に関して主観的な判断を加 えるこ
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とは,報 酬の決定のプロセスを必要以上に複雑なものにするおそれがあるか ら

である(lttner,Larcker,andMeyer,1997)。 したがって,成 果報酬システム

の構築に当たっては,業 績指標の数を考慮 した上で,業 績評価や報酬の決定の

プロセスが必要以上に複雑にならない程度に,主 観的な判断をとどめてお くべ

きであると思われる。

5.報 酬の提供

成果報酬システムにおいては,組 織メンバーに対 して提供 される報酬 も重要

な役割を果たす。 この点,期 待理論では,モ チベーションを高めるためには,

提供される報酬が個人にとって有用であるとみなされることが重要であると指

摘 されている。組織メンバーに対するインセンティブとしては,一 般的に金銭

的なものとそ うでないものに区別されるが,近 年の日本企業における成果報酬

システムの実践においては,金 銭的なインセ ンティブの役割が重視されている

ように思われる。 このように日本企業における成果報酬システムにおいて金銭

的インセンティブが重視されるようになっている背景には,日 本経済の成熟化

に伴い,年 功序列賃金が崩壊 しつつある今 日的環境の下で,労 働者の多 くが,

将来的に賃金が上昇 してい くという見込みをもつ ことがで きないでいることを

指摘することができる。その結果として,従 来以上 に,成 果報酬 システムによ

って提供 される金銭的なインセンティブが,組 織メンバーによって価値をもつ

ものとしてみなされる傾向が強まっているもの と思われる。また蔓延 した平等

主義を克服することが重要な課題となっている日本企業において,成 果報酬 シ

ステムによって提供 される金銭的インセンティブは,組 織メンバー問の処遇の

上での格差を示すためのシンボルとしても重要な役割 を担っているもの と考え

られる。

報酬の提供 に関 しては,そ れを提供する対象 として,個 人をベース とするの

か,ま たはチームの成果をベースとするかということも重要な課題であるが,

この点に関 して,KaplanandNorton(2000)で は,以 下のように述べ られ

ている。まず個人をベースとする報酬とチームをベースとする報酬は,そ れぞ
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れに長所 と短所をもっている。チームをベース とする報酬は,組 織メンバー問

の協力的な行動やグループによる問題解決を促進するが,フ リーライダー問題

を生み出すという欠点をもっている8)。一方,個 人的な努力や才能を必要 とす

る販売員や革新的な製品イノベーションといったタスクに関しては,個 人の優

れた成果に報いるために,個 人を報酬提供のベースとすることが望ましいとさ

れる。さらに,近 年では,組 織的な業績がチームにおける協力的行動や業績の

結果に依存する傾向が強まっていることを背景 として,多 くの企業では,個 人

をベース とする報酬か らチームをベース とする報酬へ と移行が行われている

が,バ ランス ト・スコアカー ドは,集 団や組織の業績を測定す るための手段 を

提供すると主張されている。

以上のように,近 年では,個 人か らチームをベースとする報酬への移行の傾

向がみ られるようであるが,実 際には,両 者が組み合わされることによって,

報酬が提供 されるものと考えられる。成果報酬システムの構築においても,両

社の長所 と短所をふ まえた上で,必 要に応 じて両者 を組み合わせ ることによる

報酬の提供が望ましいと考えられる。

Vむ すびにかえて

1990年 代に入って,従 来の社会的コントロールを中心とする日本企業のコン

トロール ・メカニズムが揺 らいでいる。 これは,環 境の変化によって,こ れま

で日本企業において,社 会的なコン トロールの主要な手段 となってきた長期的

雇用や年功序列賃金が崩壊 し始めている一方で,マ ネジメン ト・コントロール

としての成果報酬システムが望ましいような環境が生み出されているためであ

る。今後は,こ れまで以上に,マ ネジメント・コントロールとしての成果報酬

8)フ リー ライ ダー問題 とは,チ ー ムの成 果 に基 づ いて報酬 が提 供 され る こ とに よっ

て,個 人 が 自分 自身の 活動 か ら完 全 な便益 を得 られ ない一 方で,他 人の優 れ た ア

イデ アや勤 勉 に よって便 益 を得 る こ とが で きる よ うにな る ことか ら,他 人 を当て

に して手 を抜 くとい うイ ンセ ンテ ィブが生 み 出 され るこ とを意 味 してい る。
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システムの役割が高まってい くものと考えられる。しか しながら,日 本企業 に

おける成果報酬システムのこれまでの議論においては,マ ネジメン ト・コント

ロールの側面に対 して十分な注意が払われて きたとは言えない。そのため,マ

ネジメント・コントロールの設計に関して管理会計の領域で蓄積 されて きた知

識が十分活用 されず,そ のことが多 くの企業において成果報酬 システムの試み

が失敗 している原因の一つになっていると考えられる。

そこで本論文では,近 年になって増加 している日本企業における成果報酬 シ

ステムについて,マ ネジメント・コン トロールの側面から検討を行い,シ ステ

ムを構築する上での設計思考について考察 した。 日本企業において成果報酬 シ

ステムを構築 していく上では,特 に,Kaplanら によって提唱されているバ ラ

ンス ト・スコアカー ドによるアプローチが有用な示唆 を与えてくれると考えら

れるが,欧 米の企業で成功 したアプローチがそのまま日本企業で成功する保証

はない。そこで今後は,実 際にマネジメント・コントロールとして成果報酬 シ

ステムを導入 している企業を対象として調査 を行い,本 論文で取 り上げた個々

の設計手法の有効性 について明 らかに してい くことが重要であると考え られ

る。そうすることは,単 に日本企業において成果報酬 システムの導入を成功 さ

せ るだけでな く,日 本企業におけるコントロール ・メカニズムを再構築 してい

く上でも有用であると考えられる。

〔付記〕本論文は文部省科学研究費助成金(奨 励研究A)に よる研究成果の一

部である。
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